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Ⅰ 法人の概況 
 

1 設立年月日 
昭和 26 年 4 月 28 日 

 
2 寄附行為に定める目的 

協会は、地域社会の特性、伝統文化の表現である地理・地名・地図等について調査研究

を行うとともに、これらの情報・資料の提供等を通じて、住民による地域文化の創造、振

興への取り組みを助長し、もって地域の振興に寄与することを目的とする。 
 

3 寄附行為に定める事業内容 
(1) 地域社会の地理・地名・地図その他事象に関する調査研究及び資料の収集・整理・保

存・紹介 
(2) 市町村制度及び広域行政制度並びにその運用に関する調査研究 
(3) 地方公共団体が行う地域政策に関する調査研究 
(4) 前各号に掲げる事項に関する諸外国の事例の調査研究 
(5) 前各号に掲げる事業により収集した資料情報の提供及び図書の刊行 
(6) 第 1 号から第 3 号までに掲げる事項に関するシンポジウムの開催等普及啓発事業の実

施 
(7) その他協会の目的を達成するために必要な事業 
 

4 所管官庁に関する事項 
    所管官庁：総務省 自治行政局 市町村課 
 

5 会員の状況 
種 類 当 期 末 前期末比増減 
正 会 員 17 団体    0 団体 

合 計 17 団体  0 団体 

 
6 主たる事務所の状況 

    主たる事務所：東京都港区西新橋三丁目 5 番 2 号 
           西新橋第一法規ビル 6 階 7 階 
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Ⅱ 事業の状況 
 
 １ 事業の実施状況 
 
（事務局会計事業） 
[1] 第１号事業 

１．学術研究奨励基金助成事業 
平成 21 年度は、65 件（申請総額 56,734,490 円）の助成金交付申請があり、審査委員５名

による個別審査と審査会議を経て、次にあげる 8 件の申請に対し総額 7,002,000 円を助成し

ました。 
また、平成 22 年度における助成事業の実施に向けて、全国の大学の地理学教室等 307 ヶ

所に募集要項と助成金交付申請書を配布したほか、主な地理学関係の 5 学会に働きかけて広

報活動を実施しました。 
 
 

２．ホームページによる情報提供事業 
 全国の地名に関し調査収集を行い、収集した資料を基に研究・整理した変更情報や郵便番

号の変更及び市町村合併情報等、市町村の新設・編入・市制・町制等廃置分合に関する最新

情報をインターネットホームページで公開し日々更新しました。 
 
３．出版物、収集資料の公開事業 

 地名・人口・地理・地図に関する調査研究によって収集した資料を分類整理し、閲覧希望

者に対し資料の公開を行いました。 
 
４．問い合わせに対する回答事業 
（1）地名情報の問い合わせに対する回答 

・電話による問い合わせ、文書による照会等に対しては即刻回答しました。 
（2）人口情報の問い合わせに対する回答 

・市区町村別人口の自然増減・社会増減や年齢 5 歳階級別人口等の問い合わせに対しては即

刻回答しました。 
（3）地理・地図情報の問い合わせに対する回答 

・電話による問い合わせ、文書による照会等に対しては即刻回答しました。 
（4）地域社会情報の問い合わせに対する回答 

・地域社会に関する質問に対しても即刻回答できるものは回答し、調査を要するものについ

ては調査を行ったり、適切な回答者を紹介しました。 
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[2] 第 2 号事業 

１．全国ふるさと市町村圏協議会事務局事業 
（1）総会の開催 

平成 21 年度の総会を次のとおり開催しました。 
開催年月日 平成 21 年 10 月 22 日 
場   所 熊本県八代市・八代ロイヤルホテル 
出 席 者 69 名 
講   演 「これからの基礎自治体と広域連携」 

 総務省自治行政局行政体制整備室 課長補佐 渡邊 繁樹氏 
事 例 発 表 「八代ふるさと市町村圏基金活用事業の事業総括」 

 八代広域行政事務組合 消防長 徳田 司氏 
 「住民主役のまちづくり」 

 八代郡氷川町まちづくり推進室長  平 逸郎氏 
なお、今総会で、全国ふるさと市町村圏協議会を平成 22 年 3 月 31 日に解散することが

決まりました。 
（2）役員圏域事務局長会議の開催 

全国ふるさと市町村圏協議会の解散やふるさと市町村圏事業等に関し、意見交換・情報交

換を目的に全国７ブロックの支部役員事務局長会議を次のとおり 2 回開催しました。 
第 1 回 
開催年月日 平成 21 年 4 月 22 日 
場   所 東京都・（財）国土地理協会会議室 
出 席 者 10 名 

第 2 回 
開催年月日 平成 21 年 9 月 2 日 
場   所 東京都・（財）国土地理協会会議室 
出 席 者 9 名 

（3）全国 7 ブロックの支部会議の開催 
全国 7 ブロックの支部総会を次のとおり開催し、ふるさと市町村圏事業等に関する情報交

換を行いました。 
○北海道ブロック（担当 南空知ふるさと市町村圏組合） 

開催年月日  平成 21 年 10 月 30 日 
場   所  北海道富良野市・ニュー富良野ホテル 
出 席 者  13 名 

○東北ブロック （担当 能代山本広域市町村圏組合） 
開催年月日  平成 21 年 5 月 28・29 日 
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場   所  秋田県能代市・能代キャッスルホテル平安閣 
出 席 者  19 名 

○関東ブロック （担当 利根沼田広域市町村圏振興整備組合） 
開催年月日  平成 21 年 11 月 5・6 日 
場   所  群馬県沼田市・吟松亭あわしま 
出 席 者  30 名 

○北信越ブロック（担当 上伊那広域連合） 
開催年月日  平成 21 年 10 月 1 日 
場   所  長野県伊那市・プリエキャスレード 
出 席 者  41 名 

○近畿ブロック （担当 伊賀市・名張市広域行政事務組合） 
開催年月日  平成 21 年 8 月 28 日 
場   所  三重県伊賀市・上野フレックスホテル 
出 席 者  23 名 

○四国ブロック （担当 大川広域行政組合） 
開催年月日  平成 21 年 6 月 11 日 
場   所  香川県観音寺市・観音寺グランドホテル 
出 席 者  19 名 

○九州ブロック （担当 八代広域行政事務組合） 
開催年月日  平成 21 年 8 月 5・6 日 
場   所  熊本県八代市・八代グランドホテル 
出 席 者  22 名 

（4）全国ふるさと市町村圏研修セミナー・シンポジウムの開催 
各開催地の広域行政機構と共催し、ふるさと市町村圏の振興と発展の一助となることを目

的として、それぞれの抱える課題やさまざまな事例・手法を紹介する研修セミナーやシン

ポジウムを次のとおり開催しました。 
○研修セミナー２００９ in 上伊那 
担   当  上伊那広域連合 
開催年月日  平成 21 年 10 月 1・2 日 
場   所  長野県伊那市・プリエキャスレード 
参 加 者  140 名 
開催テーマ  『自然を生かしたふるさとづくり』 
基 調 講 演  「自然環境保全と産業振興」 

伊那食品工業株式会社 会長 塚越  寛氏 

事 例 発 表  「そばによるふるさとづくり」 信州大学名誉教授 氏原 暉男氏 
○シンポジウム ２００９ in 鳥取因幡 
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担   当  鳥取県東部広域行政管理組合 
開催年月日  平成 21 年 5 月 21・22 日 
場   所  鳥取県鳥取市・ホテルニューオータニー鳥取 
参 加 者  250 名（県外） 
開催テーマ  『地域に自信と誇りを！～地域連携が生み出す元気力』 
基 調 講 演  「定住自立圏構想の推進について～住みたいまちで暮らせる日本を～」 

総務省地域力創造ｸﾞﾙｰﾌﾟ地域自立応援課長 山﨑 重孝氏 

パネルディスカッション 
       コーディネーター 鳥取県観光事業団関西営業本部長 

西田 鶴男氏 
       パネリスト 日本実業団バレーボール連盟副会長  板橋 知義氏 

(財)大阪観光コンベンション協会会長 津田 和明氏 

鳥取県東部広域行政管理組合管理者  竹内 功 氏 

 
（5）全国ふるさと市町村圏データベースの構築等 

ふるさと市町村圏に関する資料を収集し、データベースの整備を継続的に行い、報告書を

会員に配布・提供しました。また、整理した情報を CD‐ROM に収めて会員に配布・提供

しました。 
（6）全国ふるさと市町村圏ホームページの維持及び更新 

ふるさと市町村圏への認識を高め、また浸透を図るため、協議会ホームページを随時更新

して情報発信を行いました。 
（7）全国ふるさと市町村圏に対する有用な情報の提供等 

「全国ふるさと市町村圏協議会だより」の発行 
全国ふるさと市町村圏相互の緊密な連携を図ることを目的に、総会や事務局長会議並びに

ブロック会議の開催内容、シンポジウム・研修セミナー開催圏域からのメッセージ等のほ

か、市町村の合併情報や各圏域事務所の移転のお知らせなど、全国ふるさと市町村圏に必

要と思われる最新情報を紹介する「全国ふるさと市町村圏協議会だより」を年 3 回編集発

行するとともに、各ふるさと市町村圏からの問合せ等については、調査のうえ回答しまし

た。 
・第 30 号 6 月 19 日発行 ・第 31 号 9 月 25 日発行 ・最終号 12 月 15 日発行 

（8）全国ふるさと市町村圏協議会の解散 
   平成 21 年 10 月 22 日の総会で、平成 22 年 3 月 31 日での解散が決まったため、解散のた

めの諸手続きを行いました。 
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［3］ 第２号事業・第３号事業 

１．地域総合研究助成基金事業 
（1）市町村合併の情報収集・整理事業 

「一目でわかる平成の大合併」の平成 21 年版を 19,000 部作成し、関係各機関及び一般希

望者（ホームページで募集）に無償で配布しました。 
（2）全国ふるさと市町村圏協議会への助成 

全国ふるさと市町村圏協議会事務局の申請により助成金 500,000 円を交付し、ふるさと市

町村圏の一層の振興、発展を支援しました。 
（3）ふるさと市町村圏の地域活動事業・地域振興のための調査研究等への助成 

全国のふるさと市町村圏等が行っている地域活動（まちづくり・まちおこし活動）や広域

的な計画策定の調査研究に資するため、募集要項と助成金交付申請書を配布し、申請を受

け付けましたが、審査の結果、平成 21 年度では助成の目的に適う事業はありませんでした。 
 
 
[4] 第５号事業 

１．機関誌等発行事業 
（1）ニューズレターの発行 

地名・人口・地理・地図に関して収集した資料や、市町村制度及び広域行政制度、地域政策

等の地域振興に関して収集した資料、各地域の先進的な施策や取り組みに関する事例等、有

用な情報を広く一般に普及・啓発することを目的に、これらの情報等を平易に解説した内容

を盛り込んだニューズレターを編集発行しました。 

・夏号  6 月 9 日発行  2,000 部（無償配布） 

・秋号  9 月 3 日発行  2,000 部（無償配布） 

・冬号  12 月 2 日発行  2,100 部（無償配布） 

・春号  3 月 2 日発行  2,100 部（無償配布） 

（2）「ふるさとづくり講演録」の発行 
全国ふるさと市町村圏のシンポジウム・研修セミナー等から地域おこし・まちづくりに関す

る基調講演等を収録した小冊子を 300 部作成し、全国のふるさと市町村圏域等に無償で配布

しました。 
 
２．図書等の無償配布事業 
（1）住民基本台帳人口要覧 平成 21 年版  3,030 部 
    ※全国の図書館及び協会会員等の関係機関へ無償配布しました。 
（2）民俗資料選集 第 39 集        123 部  
    ※岡山県内の公立図書館及び高校・大学へ無償配布しました。 
（3）民俗資料選集 第 40 集        85 部  
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    ※宮崎県内の公立図書館及び高校・大学へ無償配布しました。 
 
 
[5] 第６号事業 

１．セミナー等開催事業 
（1）研究セミナーの開催 

前年度に引き続き、次のテーマによる４回の研究セミナーを開催しました。 
1）第 76 回研究セミナー 
日時：平成 21 年 6 月 9 日 
場所：ホテルルポール麹町（麹町会館） 
参加者：50 名 
テーマ：①『知っておきたい契約の基礎』 

     いとう総合研究所 所長（中小企業診断士） 伊藤 浩司氏 

 

②『事例に学ぶ 強い企業のＩＴ活用』 

     日経コンピュータ 編集部長  桔梗原 富雄氏 

2）第 77 回研究セミナー 
日時：平成 21 年 9 月 4 日 
場所：ホテルルポール麹町（麹町会館） 
参加者：36 名 
テーマ：①『ＧＩＳがビジネスを変える』 

－ＧＩＳマーケティングの現状と今後の課題－ 

     株式会社ＪＰＳ 代表取締役 ＧＩＳ上級技術者 平下 治氏 

②『会社を成長させる出店戦略』 

株式会社ディー・アイ・コンサルタンツ 常務取締役 大友 恒生氏 
3）第 78 回研究セミナー 
日時：平成 20 年 12 月 3 日 
場所：九段会館 

参加者：61 名 

テーマ：『鳩山政権の課題と今後の展望』について 

      読売新聞東京本社 政治部長 村岡 彰敏氏 

4）第 79 回研究セミナー 
日時：平成 21 年 3 月 3 日 
場所：ホテルルポール麹町（麹町会館） 
参加者：48 名 
テーマ：①『クラウド/SaaS で何が変わるか ～情報処理のパラダイムシフト～』 
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      サイバー大学 教授 前川 徹氏 

②『クラウド・コンピューティングに対する企業動向とビジネス活用』 

  株式会社アイ・ティ・アール シニアアナリスト 甲元 宏明氏 
 
２．社会教育機関等助成基金事業 

地域の社会教育や文化活動の振興のために、教育機関・各種団体・研究会等が行う調査研

究・広報活動・及び社会科教育の普及啓発に対する事業に助成金を支給することとし、本

年度は、次の６件の申請に対し総額 3,410,000 円を助成しました。 
   
３．その他普及啓発事業 

今年度も不特定多数を対象として、インターネットホームページで以下の情報を提供しま

した。 
①助成金事業実施の情報。 
②セミナー等の開催情報。 
③資料室の資料公開の情報。 
④協会出版物の情報。 
⑤各種データベースの情報。 
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（本部会計事業） 

[1] 第１号事業 

１. 全国の地名調査事業 

（1） 市制・町制等の調査を行いました。 

今年度の合併・市制・編入は別紙のとおりとなりました。             

（2） 定期的な地名調査については、全国にわたってその動向調査を行いました。 

（3） 整理がついたものから順次加除式図書により、情報として提供しました。提供した加 

除式図書は次のとおりです。 

① 国土行政区画総覧 

② 全国町・字ファイル 

③ 国土行政区画コード総覧 

④ カナ文字入日本行政区画番号帳・地域テーブルコードブック 

⑤ アドレス 

 

２. 全国の人口調査事業 

全国の人口・世帯数及び人口動態等を、全国にわたってその動向調査を行い、その

情報を磁気媒体等により関係者に提供しました。提供した磁気媒体は次のとおりです。 

① 全国人口統計マスター 

② 住民基本台帳人口要覧 

 

[2] 第５号事業 

１. 地名情報等データの提供事業 

（1）地名に関する情報データの提供 

    地名情報等を、希望する事業所等へ磁気媒体により提供しました。提供した磁気媒

体は次のとおりです。 

① 全国町・字ファイル 

② 国土行政区画コード総覧 

③ カナ文字入日本行政区画番号帳・地域テーブルコードブック 

④ アドレス 

⑤ 役場管轄区域ファイル他 
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（2）情報処理受託事業 

    平成10年２月に実施された新郵便番号制に関して、郵政事業庁のインターネット・

ホームページの更新に協力しました。その他の受託事業は次のとおりです。 

① 新郵便番号情報の加工 

② 基本地区コードメンテナンス 

③ 小字地名調査 

④ その他コーディング作業等の受託 

          

２．図書の刊行事業 

（1）官公庁・事業所用の地名図書の「国土行政区画総覧」の普及と保守を行いました。 

（2）官公庁・事業所用の「全国町・字ファイル」・「カナ文字入日本行政区画番号帳」等の

地名図書の普及と保守を行いました。 

（3）地理・地図・人口・無形文化財等に関する調査研究によって収集した資料を分類し、単 

行本を出版し普及を行いました。今年度の新規出版物は次のとおりです。 

① 住民基本台帳人口要覧 平成21年版 

② 民俗資料選集 第39巻 

③ 民俗資料選集 第40巻 

④ 東京都内乗合バス・ルートあんない   №16 

⑤ 埼玉県内乗合バス・ルートあんない  №2 

⑥ 千葉県内乗合バス・ルートあんない  №2 

   

 [3] 第７号事業 

１. 受託事業 

（1）地図に関する印刷物等の受託。 

    ・  長野県カレンダー－長野県自動車標板協会 

  ・  世田谷区とその周辺－世田谷区 

  ・ あんしん・あんぜんマップ－アドヴィク 

    ・  小・中学校社会科地図－各市区教育委員会 

  ・ その他 

 

（2）図書に関する印刷物等の受託。 
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    ・  「住民基本台帳人口要覧」－総務省 

・  無形の民俗文化財 記録第54集（民俗資料選集 第39巻） 

「辻堂の習俗Ⅳ－岡山県」－文化庁 

・  無形の民俗文化財 記録第55集（民俗資料選集 第40巻） 

「辻堂の習俗Ⅴ－宮崎県」－文化庁 

  ・ 「研究紀要」－全国中学校社会科教育研究会 

（特別会計事業） 

[1] 第７号事業（付随事業） 

（1） 仕入販売物事業 

    平成21年度は次の商品を仕入れ、加工を施し販売しました。 

  ・  アドレスイン/市外・市内局番ファイル…ＮＴＴ情報開発㈱ 

  ・  トータルマーケティングデータベース…国際航業㈱他 

  ・  緯度経度付き全国沿線・駅データベース…国際航業㈱ 

  ・ 新郵便番号付番システム…㈱ディーエム情報システム 

  ・ バーコード付番システム…㈱ディーエム情報システム 

・ 住所コード付番システム…㈱ディーエム情報システム 

・ 緯度経度付き全国郵便局データベース…東京グリーンシステム㈱ 

・ 緯度経度付き全国ゆうちょデータベース…東京グリーンシステム㈱ 

・ 推計年齢階級別人口統計マスター…㈱日本統計センター 

・ 電話番号履歴データベース…㈱クローバー・ネットワーク・コム 
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2 重要な契約に関する事項 
   平成 21 年度においてはありませんでした。 
 
3 収支及び正味財産増減の状況並びに財産の状態の推移 

                              単位：千円 
事  業  年  度 19 年 3 月期 20 年 3 月期 21 年 3 月期 22 年 3 月期 
前期繰越収支差額 235,469 194,077 58,074 134,431 
当 期 収 入 合 計 2,185,816 11,943,556 1,931,145 1,566,005 
当 期 支 出 合 計 2,227,208 12,079,559 1,854,788 1,610,877 
当 期 収 支 差 額 △41,392 △136,003 76,357 △44,872 
次期繰越収支差額 194,077 58,074 134,431 89,559 
資  産  合  計 5,883,103 6,257,470 6,605,892 6,894,656 
負  債  合  計 457,740 450,817 422,815 337,793 
正  味  財  産 5,425,363 5,806,653 6,183,077 6,556,863 

 
 
Ⅲ 法人の課題 
   さらなる公益事業等の拡大が課題です。 
 
Ⅳ 決算期後に生じた法人の状況に関する重要な事実 
   決算期後に、当協会の収支や正味財産の状態に重要な影響を及ぼす事実は生じておりませ

ん。 
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[1] 第１号事業 

１. 全国の地名調査事業 

1） 市制・町制等の調査 

・ 合併・市制・編入等は次のとおりです。 

北海道紋別郡上湧別町・湧別町 →  湧別町 

岩手県下閉伊郡川井村 →  宮古市 

宮城県本吉郡本吉町 →   気仙沼市 

栃木県栃木市、下都賀郡大平町・藤岡町・都賀町 →   栃木市 

群馬県勢多郡富士見村 →   前橋市 

群馬県多野郡吉井町 →   高崎市 

群馬県吾妻郡六合村  →   中之条町 

埼玉県加須市、北埼玉郡騎西町・北川辺町・大利根町  →   加須市 

埼玉県久喜市、南埼玉郡菖蒲町、北葛飾郡栗橋町・鷲宮町 →   久喜市 

千葉県印旛郡印旛村・本埜村 →   印西市 

新潟県北魚沼郡川口町 →   長岡市 

山梨県南巨摩郡増穂町・鰍沢町 →   富士川町 

長野県上水内郡信州新町・中条村 →   長野市 

長野県東筑摩郡波田町 →   松本市 

静岡県富士郡芝川町 →   富士宮市 

静岡県浜名郡新居町 →   湖西市 

愛知県宝飯郡小坂井町 →   豊川市 

愛知県西春日井郡春日町 →   清須市 

愛知県西加茂郡三好町 →   みよし市 

愛知県海部郡七宝町・美和町・甚目寺町 →   あま市 

滋賀県東浅井郡虎姫町・湖北町、伊香郡高月町・木之本町 

・余呉町・西浅井町 →   長浜市 

滋賀県近江八幡市、蒲生郡安土町 →   近江八幡市 

岡山県岡山市                         →  岡山市北区・中区・東区・南区 

山口県阿武郡阿東町 →   山口市 

福岡県八女郡黒木町・立花町・矢部村・星野村 →   八女市 

福岡県前原市、糸島郡二丈町・志摩町 →   糸島市 
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長崎県北松浦郡江迎町・鹿町町 →   佐世保市 

熊本県下益城郡城南町 →   熊本市 

熊本県鹿本郡植木町 →   熊本市 

宮崎県宮崎郡清武町 →   宮崎市 

宮崎県西諸県郡野尻町 →   小林市 

鹿児島県姶良郡加治木町・姶良町・蒲生町 →   姶良市 

 


